研究試料提供契約書
　　　　　　　　　　　　　(国内非営利機関提供用)                               (Ref:     )
国立大学法人京都大学（以下、「甲」という）および     （以下、「乙」という）は、甲が乙に     （以下、「原試料」という）を提供するにあたり、次のとおり合意する。

第１条　　本契約において、以下の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるところによる。

（1） 「甲研究者」とは、原試料を提供する甲の研究者で、本契約書末尾に甲研究者として定められる者をいう。

（2） 「乙研究者」とは、原試料を受領する乙の研究者で、本契約書末尾に乙研究者として定められる者をいう。

（3） 「本試料」とは、「原試料」及びその子孫並びにそれらの未改変の派生物をいう。

（4） 「改変体」とは、「本試料」を使用して乙により作製された、「本試料」以外のものをいう。

（5） 「本研究」とは、「本試料」を使用して行う以下の研究をいう。

　　　　本研究課題：     
　　　　本研究内容：     
（６）「非営利機関」とは、非営利目的で教育又は学術研究を行う、大学等の研究機関をいう。

第２条　　「本試料」の所有権は、甲が保有し、「改変体」の所有権は、乙が保有するものとする。ただし、当該「改変体」に「本試料」が内包され、かつ、当該「本試料」が当初の機能・特性を実質的に保持している場合、当該「本試料」の所有権は、甲が保有するものとする。
第３条　   乙は、「本試料」を使用するにあたり、以下の各号を遵守する。

（１） 乙は、　「本試料」を、教育又は学術研究目的で行う「本研究」にのみ使用するものとする。

（２） 乙は、　「本試料」を臨床試験、治療、診断等、いかなる目的にかかわらず、ヒトに対して使用しないものとする。

（３） 乙は、 「乙研究者」及び「乙研究者」の直接的監督下にある者が乙の研究施設内で使用する場合に限り、「本試料」の使用を許可するものとし、乙はこれらの者に対し、本契約で定める各条項を遵守させるものとする。

（４）乙は、　甲の書面による同意なく、「本試料」を乙以外の者に提供できないものとする。

第４条
乙は、「改変体」を第三者に自由に提供できるものとする。ただし、当該「改変体」に「本試料」が内包され、かつ、当該「本試料」が当初の機能・特性を実質的に保持している場合、乙は、「非営利機関」に対しては、本契約と同等の条件で提供しなければならず、また、「営利機関」に対しては、甲の書面による同意を得た上で提供しなければならないものとする。

第５条　　乙は、「本試料」を使用して乙がなした発明について、自由に特許出願できるものとする。本条項は、甲の知的財産権（特許権を含むが、これに限定されない）その他一切の権利について、その実施の許諾を認めるものではない。

第６条　　乙は、「本試料」を使用して得られた研究成果を公表する場合、「本試料」の出所を適切に明記し、甲が以下に文献を指定するときは、当該文献を明記するものとする。
文献名：     
第７条　　乙は、「本試料」が実験段階のものであることを確認する。甲は乙に対し、「本試料」に関し、明示又は黙示を問わず、一切の保証をしない。なお、本条において排除されている保証は、「本試料」の商業利用への適性の保証、「本試料」の提供又は使用が第三者の有する権利（特許権その他の知的財産権等を含むが、これに限定されない）を侵害しないことの保証を含み、かつ、これらに限定されないものとする。

第８条
甲は、乙による「本試料」の使用及び使用不能に関し、その事由のいかんを問わず、一切の責任を負わないものとし、また乙は甲を本契約の履行又は「本試料」の使用、保管若しくは廃棄に起因又は関連して生じる一切の権利主張、損害及び責任から防御、補償及び免責するものとする。
第９条　　本契約は、（イ）「本研究」が終了したとき、（ロ）乙研究者が他機関に異動したとき、（ハ）乙が本契約に違反したとき、又は（ニ）「本試料」が身体に有害である場合、若しくは「本試料」の使用、提供等が第三者の権利を侵害している場合、又はそれらの蓋然性が高い場合等特別な事情がある場合において、乙がこれを知り、又は甲より書面によりその旨の通知を受けたときは、その日に終了するものとする。本契約が終了した場合、乙は、「本試料」の使用を終了し、甲の指示に従い、「本試料」を甲に返却し、又は破棄するものとする。
第１０条　乙は、動物又は組換えDNAに関する研究の取り扱いに関するものや「遺伝子組換え生物等の規制による生物多様性の確保に関する法律」、外国為替及び外国貿易法等、該当する全ての条約、法律、規制、ガイドライン等を遵守し、「本試料」を適切に使用するものとする。
第１１条　本契約が終了した後も、第２条、第４条、第５条、第６条、第７条、及び第８条は有効に存続するものとする。

第１２条　原試料の送付に係る費用は、すべて乙が負担するものとする。

以上の合意の証として、それぞれの代表権限を有する者において本契約書２通を作成し、それぞれ１通を保管する。

令和     年     月     日
住所：　京都市左京区吉田近衛町

甲：　　　機関名：国立大学法人　京都大学


　　　　　　　　　　　　　　　機関代表者： 京都大学大学院医学研究科長 
　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　代理

　  　 　　　　　　　　　　　　　　　　　京都大学「医学領域」産学連携推進機構　 副機構長

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　甲研究者　講座名：
     

役職：
     

氏名：　　
　　　　  　　　　   印

住所：　
乙：　　　機関名：


　　　　　　　　　　　　　　　機関代表者：  
　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　乙研究者　講座名：
     

役職：
     

氏名：　　
　　　　　　　　 　    印

